


















1 　「創造的復興」と 2020 東京オリンピック―オリンピック招致の「政治学」






　2020 年 3 月 24 日，国際オリンピック委員会（以下「IOC」と称す）は臨時理事会を開き，2020
年東京オリンピックを 1 年程度延期することを正式に承認した。過去に，戦争を理由に開催中止と
なったことはあったものの，平時にオリンピックが延期になるのは史上初めてのことである。その
後，2020 年 3 月 30 日，IOC は理事会を開催し，新型コロナ感染症（1）のパンデミックのため，中止
ではなく延期となった東京オリンピックの新日程を 1 年後の 2021 年 7 月 23 日に開催―パラリン
ピックは 8 月 24 日開催―することを決定した。
　コロナ禍のもと，国内海外問わずスポーツイベントが開催延期，もしくは，開催中止という決断




























































































































　このように，日本社会は東京オリンピックが開催される 2020 年を節目として，2011 年 3 月 11
日の東日本大震災以降の「惨事」と「祝賀」が生み出す例外状態と正統化のポリティクスを繰り広
げてきたということである。しかも，鵜飼が指摘したトリプル・パンチの「3 発目のパンチ」は，
オリンピックの延期開催という決定によって，2021 年 8 月 8 日の閉幕―パラリンピックを含め





























さに，その日付とは，2020 年 2 月 26 日であった。
　アガンベンの論稿がインターネット上に紹介される前日の 2 月 25 日，2020 東京オリンピックの
予定通りの開催を目指す IOC，日本政府，組織委員会を震撼させる事態が発生した。IOC で 1978
年から委員を務め，世界反ドーピング機関（WADA）の元委員長でもあった最古参のカナダの
ディック・パウンド委員が AP 通信とのインタビューに応じ，「コロナ禍のもと，オリンピック開
催是非の判断の期限は引き延ばせて 5 月下旬」と発言した（3）。さらに，2 月 26 日，ロイター通信と
のインタビューにも応じたパウンド委員は，「1 年延期」の可能性に言及した（4）。なお，パウンド委
員の発言は，①準備期間の短さから他都市での代替開催や分散開催は難しい，②開催を数カ月延期





が，彼の発言を無視することはできなかった。バッハ IOC 会長は，2 月 27 日に緊急の電話記者会
見に応じ，新型コロナ感染症の拡大の影響で多方面に混乱が生じている状況をふまえ，7 月 24 日
開幕の東京五輪を予定通り実施するため全力で準備する意向を表明した（5）。











（3）　日本経済新聞「東京五輪，判断期限は 5 月下旬　IOC 委員が見解」（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO
56053910V20C20A2000000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
（4）　日本経済新聞「東京五輪，判断期限は 5 月下旬　IOC 委員が見解」（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO
56053910V20C20A2000000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
（5）　日本経済新聞「五輪，予定通り実施へ全力　IOC 会長『成功へ準備』」（https://www.nikkei.com/article/DGX
MZO56146790X20C20A2CC1000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
（6）　日本経済新聞「『東京五輪成功へ準備』IOC 会長，理事会で強調」（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO
56334370T00C20A3CR8000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
（7）　日本経済新聞「東京五輪の開催可否，判断は『時期尚早』WHO」　（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO
56361360U0A300C2000000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
（8）　日本経済新聞「IOC 会長『東京五輪の成功に全力』中止は議論せず」（https://www.nikkei.com/article/DGXM
































DGKKZO56972480Y0A310C2UU8000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
（10）　日本経済新聞「トランプ氏，東京五輪の 1 年延期に言及」（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO56741870
T10C20A3MM8000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
（11）　日本経済新聞「『東京五輪，完全な形で』首相，時期明言せず（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO56
870930X10C20A3000000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
（12）　日本経済新聞「選手らの声，IOC に圧力　延期含め検討へ転換」（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO
57086890T20C20A3I00000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
（13）　日本経済新聞「東京五輪，海外で延期論強まる　米国陸連や水泳連など」（https://www.nikkei.com/article/















なかなか「自粛と給付はセット」という結論にいたらなかったが，最終的に，4 月 16 日，日本政

















（14）　イタリアのコンテ首相は，3 月 11 日に 250 億ユーロ（約 3 兆円）の医療・経済支援策を発表し，4 月 6 日に
は，国内総生産（GDP）比の 4% に当たる 4000 億ユーロ（約 46 兆円）を企業および個人事業主の支援――たとえ
ば，4 月から月 600 ユーロ（約 7 万円）を最長 3 カ月給付する――などに投入することを決めた（東洋経済オンラ
イン「コロナ対策と休業補償『6 カ国徹底比較』した韓国やイタリア在住の日本人が本音を語る」（https://
toyokeizai.net/articles/-/348167?page ＝ 2，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）。
（15）　日本経済新聞「国民一律 10 万円給付へ　政府・与党『30 万円』は撤回」（https://www.nikkei.com/article/


















れてきた（中野 2015）（17）。エラリアンは，2008 年からの 2009 年の金融危機，いわゆる「リーマン
ショック」以降，経済成長はさらなる鈍化を経験し，周期的な景気後退に見舞われ，金融は再度の
不安定化に直面し，失業は恒常化するという異例な情勢が「しばらく続く」ことを「ニュー・ノー
















（18）　朝日新聞 GLOBE ＋「コロナ後は『ニューノーマル 2.0』世界経済の景色は一変する」（https://globe.asahi.

































になりうる危険性を指摘している（ジジェク 2020，43）。その好例として，ジジェクは 2008 年のリーマンショッ
ク後の銀行への公的資金により救済されたことを用いている。


















4 4 4 4
，政治家たちは人びとに対し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，経済のために命をリスクにさらすよう求め
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ているのだから
4 4 4 4 4 4 4
，経済という言葉で彼らが何を意味しているのか
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，理解しておくことが重要だ



































































































































　2020 年 6 月 10 日，日本経済新聞は非常に興味深いニュースを報じた（22）。安倍首相は 2021 年に延
期開催される東京オリンピックを「完全な形で実施したい」としてきた開催方針の軌道修正を検討
するという。軌道修正の理由は，国内外で新型コロナ感染症が収束する見通しがつかないことをふ




　2020 年 5 月 25 日，約 2 カ月間に及んだ緊急事態宣言が全面解除された。記者会見において，3
月 16 日の G7 首脳テレビ会議と同様に，安倍首相は「人類が新型コロナに完全に打ち勝った証し
（22）　日本経済新聞「首相，五輪『完全な形』修正探る　無観客は想定せず」2020 年 6 月 10 日（https://www.nikkei.
com/article/DGXMZO60177380Z00C20A6PP8000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
（23）　日本経済新聞「小池知事『東京五輪を簡素化』費用削減進める」（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO






























abe/statement/2020/0525kaiken.html　最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
（25）　日本経済新聞「『安全策講じれば五輪可』IOC 副会長ウール・エルデネル氏　ワクチン開発関係なく／負担減
のアイデア支持」（https://r.nikkei.com/article/DGKKZO59372230R20C20A5US0000，最終閲覧日 2020 年 6 月 12
日）
（26）　2020 年 6 月 10 日，IOC は理事会を開催し，東京オリンピックの大会運営方針を協議した。日本側は理事会で，
①安全・安心な環境の提供，②費用の最小化，③大会の簡素化の 3 つを基本原則として報告した。9 月から年末に
かけて新型コロナ対策の検討を進め，2021 年 1 ～ 3 月には本番に向けた課題の洗い出しに取り組むとのロードマッ
プも示した（日本経済新聞「五輪，簡素化でも壁高く　組織委が IOC に原則説明」https://www.nikkei.com/
article/DGXMZO60213740Q0A610C2EA2000/ 最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）。さらに，IOC 理事会後，6 月 11 日，
バッハ IOC 会長は「（来夏開催の）目標に 100 パーセント集中しており，それ以外のことは単なる臆測だ」と中止
論を打ち消す公式見解を発表した（日本経済新聞「東京五輪中止論は『臆測』IOC が公式見解」（https://www.
nikkei.com/article/DGXLSSXK50114_S0A610C2000000/ 最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）。
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